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2 0 2 1 年 1 1 月 

在 チ リ 日 本 大 使 館 経 済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2021年 10月 ） 

 

１． 経 済 指 標  

（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前 年 同

月 比 15.6％－  
９ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 15 .6 ％ ， （ 季

節 調 整 済 前 月 比 は 1.7 ％ ） と な っ た 。 営 業 日

数 は 昨 年 と 同 じ だ っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比

▲ 6.7 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種 は 同 18 .7 ％ だ っ

た。季 節 調 整 済 前 月 比 では 鉱 業 は ▲4.8 ％ ，

非 鉱 業 部 門 は2.5％となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ 11 月 ） に よ る 10 月 の

IMACEC 見 通 し は 前 年 同 期 比 12 .5 ％ （ 中 央

値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －好 調 に推 移 －  
①  ９ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 17.9 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業

（除 く車 ）は同 21.5％となった。 

②  ９ 月 の ｽ ｰﾊ ﾟｰ ﾏ ｰ ｹｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ，INE公

表 ）は，前 年 同 月 比 12.3％となった。 

③  ９ 月 の ｻ ﾝ ﾃ ｨ ｱ ｺ ﾞ 首 都 圏 商 業 販 売 額 （ チ リ

商 工 会 議 所 公 表 ， 既 存 店 ， 暫 定 値 ） は ， 前

年 同 月 比 49 .8％となった。 

④  10 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC ， Gfk  

Ad ima rk 公 表 ） は 34 .2  ( 前 月 差 ▲ 3.7 ) ， 個 人

の景 気 認 識 （ 現 状 ） は36 .2（▲4.0）と，引 き続

き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  10月 の新 車 販 売 台 数 は38,551台 （前 年 同 月 比 6.4％）となった。 

＜概 要 ＞景 気 は、一 部 に弱 さがみられるものの、コロナウイルス等 の影 響 から回 復 している。  

● 消 費 は好 調 に推 移 している。 

● 生 産 は，工 業 は増 加 ，鉱 業 は減 少 。企 業 マインドは好 調 を維 持 。 

● 雇 用 は回 復 しているものの、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 は上 昇 している。 

● 貿 易 は赤 字 に転 化 した。 

● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はペソ安 傾 向 ，株 価 は下 落 で推 移 している。 

先 行 き に つ い ては 、コ ロ ナ ウ イ ル ス の 感 染 状 況 と そ の 対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 及 び 選 挙 、 財

政 ・年 金 ・税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 び世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ，電 力 － 工 業 は増 加 ，鉱 業 は

減 少 －  
９月 の工 業 生 産 指 数 は，前 年 同 月 比 4.2％とな

っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 機 械 製 品 が 増 加 （ 寄 与 度

1.21％），たばこが減 少 （同 ▲0.12％）に寄 与 した。 

９ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲ 7.3 ％ ，

銅 生 産 量 は同 ▲6.9％となった。 

９ 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 5.4 ％ と な っ

た。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －好 調 －  
10 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は 58 .2 ポ イ

ントで，前 月 差 ▲2.48ポイントとなり，10か月 連 続 で

中 立 点 を 上 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 57 .97

（同 ▲3.24ポイント），鉱 業 が66.15（同 ▲4.47ポイン

ト ） ， 製 造 業 は 59.33 （ 同 ▲ 2.57 ポ イ ン ト ） ， 建 設 業

が48.11（同 ▲8.33ポイント）となった。 

 

 

 

（５） 雇 用 － 回 復 し て い る も の の 、 失 業 率 は 未

だ高 い水 準 にある－  
７ ～ ９ 月 期 の 失 業 率 は 8.4 ％ （ 前 年 同 期 差 ▲

3.94 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

708 , 445 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 8.4 ％ ） ， 就 業 者 数

は 980 ,184 人 増 加 （ 同 13 .3 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

271 , 740 人 減 少 （ 同 26 .2 ％ ） し て い る 。 就 業 者 数

を 職 業 別 に み る と ， 商 業 が 前 年 同 期 比 寄 与 度

3.41 ％ 、 金 融 仲 介 ・ 保 険 が 同 ▲ 0.37 ％ と 減 少 に

寄 与 している。 

9月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 5.7％，実 質 は同 0.4％となった。 
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（６） 物 価 －上 昇 している－  
10 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前 月

比 は 1.3 ％ ， 前 年 同 月 比 は 6.0 ％ と な っ た 。 品

目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と 生 鮮

（ 4 .8 ％ ） ， 燃 料 （ 17 . 9 ％ ） が 上 昇 し て い る 一

方 ，下 落 した 項 目 は なかった。なお，生 鮮 ・ 燃

料 を 除 く 指 数 は ， 前 月 比 1.4 ％ ， 前 年 同 月 比

5.1％であった。 

中 銀 アンケート(11月 )によるインフレ期 待 は

1 年 後 ： 4.8 ％ （ 前 月 4.5 ％ ） ，2 年 後 ： 3.5 ％ （ 前

月 3.3％）となっている。 

9 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は ， 前 月 比

▲0.2％，前 年 同 月 比 は27.3％となった。鉱 業 （前 年 同 月 比 39 .9％）が上 昇 した。 

 

（７） 貿 易 －赤 字 に転 化 した－  
①  10 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 77 . 7 億 ド ル

（ 前 年 同 月 比 20 .3 ％ ） とな った 。内 訳 を 見

る と ， 鉱 業 品 49 .5 億 ド ル （ 同 22 .3 ％ ） （ 全

体 の 64 ％ ） ， 農 林 水 産 品 34.3 億 ド ル （ 同

18 .3％） （ 全 体 の4.4％ ），製 造 業 品 24.8 ド

ル （ 同 16 .9 ％ ） （ 全 体 の 32 ％ ） と な っ た 。 鉱

業 品 の う ち 銅 は 44.8 億 ド ル （ 同 23 .0 ％ ）

（鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の90％）となった。 

②  10 月 の 輸 入 額 （ FOB） は81 .2 億 ドル（ 前

年 同 月 比 68 .1 ％ ） と な っ た 。 内 訳 （ CIF ）

は ， 消 費 財 28.2 億 ド ル （ 同 78 ％ ） ， 中 間 財

44 .0億 ドル（同 77％），資 本 財 17 .6億 ドル（同 57％）となった。 

③  10月 の貿 易 収 支 （FOB）は3.5億 ドルの赤 字 となった。 

 

（８） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB）： 9 月 の 貿 易 額 は ，輸 出 額 3.9 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲9.6％ ），輸 入 額

1.8億 ドル（同 167 . 5％），貿 易 総 額 では5.7億 ドル（同 14 . 5％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：9月 の貿 易 額 は，輸 出 額 28.2億 ドル（前 年 同 月 比 13 .4％），輸 入 額

19 .4億 ドル（同 37 . 9％），貿 易 総 額 では47.5億 ドル（同 22 . 2％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： 9 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 3.7 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 45.2 ％ ） ， 輸 入 額

1.1億 ドル（同 117 . 3％），貿 易 総 額 では4.8億 ドル（同 57 . 0％）となった。 
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２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 －  
1 0 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 4 . 1 3 ド ル （ 1

日 ）で始 まった。中 旬 にかけて、4 . 83ドルまで

上 昇 したもの の、その 後 下 落 し、月 末 には 4 .

52ドル（29日 ）と前 月 末 比 5.1％で終 了 した。 

10 月 の 銅 在 庫 は ，311 , 93 ㌧（ 1 日 ）で 始 ま

り，月 末 には241 , 425㌧（29日 ）と前 月 末 より

減 少 した。 

 

 

 

 

（２） 為 替 －ペソ安 傾 向 －  
10 月 の 為 替 は ，1 ドル 81 1 . 9 ペ ソ（ 1 日 ） で 始

ま っ た 。 月 半 ば に か け 中 国 の 景 気 減 速 懸 念

や 4 回 目 の 年 金 積 立 金 引 き 出 し 懸 念 等 に よ

り ペ ソ が 売 ら れ 8 2 7 . 5 7 ま で 下 落 し た が そ の 後

持 ちなおし、月 末 は805 . 4 7ペソ（29日 ）と前 月

末 差 1.88ペソで終 了 した。 

 

 

 

（３） 株 価 －下 落 －  
10月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株 式 指

数 ） は 4326 . 7 ポ イ ン ト （ 1 日 ） で 始 ま っ た 。 月

末 に は 4092 . 20 ポ イ ン ト （ 29 日 ） と ， 前 月 末

比 ▲5.6％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

（１） 中 国 外 相 によるチリ外 相 への支 持 要 請 :報 道  

10月 14日 付 当 地 紙 「 エル・メルクリ オ 」は、１３ 日 、王 中 国 外 相 がア ラマン・チリ 外 相 に

対 して、中 国 のＴＰＰ１１加 入 について支 持 を要 請 した旨 報 じた。 

13日 、王 毅 中 国 外 務 大 臣 はアラマン・チリ外 務 大 臣 と電 話 会 談 し、中 国 が９月 17日 に

加 入 申 請 したＴＰＰ１１について、同 国 がチリとのコミュニケーションの維 持 を求 めていること

を表 明 した。中 国 外 務 省 の声 明 によると、王 外 相 は、中 チリ両 国 は多 国 間 分 野 における

戦 略 的 な調 整 を強 化 する必 要 があり、ＴＰＰ１１の問 題 に関 してチリとのコミュニケーション

を一 層 深 めたいと考 えていると述 べた。また、両 国 がお互 いに支 え合 う必 要 性 を強 調 した。 

 2018年 に発 効 した１１カ国 が参 加 するＴＰＰ１１に、中 国 が加 入 申 請 したのは９月 17日 。

いずれにしても、チリはまだ批 准 していない。上 院 の承 認 が必 要 だが、まだ議 題 にされてい

ない 。同 条 約 は 約 ２ 年 前 に 下 院 承 認 後 、 上 院 に 提 出 された が、上 院 議 員 と 政 府 と の間

で軋 轢 が生 じてい る。ピニェラ大 統 領 は、「チリ農 業 会 議 2021」において、ＴＰＰ１１を 推 進

してきたチリが未 だに批 准 できないのは理 解 できないと述 べた。 

 

（２） コンセプシオン大 学 とWOM社 による５Gキャンパスの設 置 ：運 輸 通 信 省 発 表  

 10月 14日 、運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （SUBTEL）は「Obse rva to r i o  ５G」の一 環 として、

コンセプシオン大 学 とWOM社 が南 部 初 の５Gキャンパスを立 ち上 げた旨 発 表 した。 

コンセプシオン大 学 とWOM社 は、チリ南 部 で初 の5Gキャンパスを立 ち上 げた。落 成 式 に

は、フット運 輸 通 信 大 臣 、モレノ通 信 次 官 、ルビラル・コンセプシオン大 学 学 長 、エスピノサ

WOM社 副 社 長 が出 席 した。 

WOM社 は700MHz帯 の20MHz、AWS帯 の30MHz、3 . 5GHz帯 の50MHz、26GHz帯 の400

MHzのすべての周 波 数 帯 を獲 得 し、営 業 権 の許 可 を得 ている。また、同 社 は2017年 より 

5G技 術 に 基 づくツールの研 究 を 体 系 的 に 進 めてきた同 大 学 の研 究 と連 携 し、実 験 的

な5Gネットワークを学 内 に展 開 できる設 備 を保 有 している。 

落 成 式 ではテクノロジーフェアも開 催 され、Huawe i、X i aom i、ZTE、Samsung、Mo to、V i

voなどのメーカーが5Gを搭 載 した製 品 を展 示 し、実 験 的 に整 備 したアンテナにより、５G技

術 の可 能 性 をリアルタイムで実 演 した。 

 

（３） 年 金 積 立 金 引 き出 しに対 する外 国 保 険 会 社 の要 請 :報 道  

10月 15日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、チリの年 金 を管 理 している米 国 保 険 会 社 が、

年 金 積 立 金 引 き出 し措 置 により生 じた問 題 についてチリ外 務 省 に対 し協 議 を要 請 したと

報 じた。 

チリの終 身 年 金 を管 理 しているチリの保 険 会 社 の米 国 親 会 社 プリンシパル・ファイナン

シャル・グループ（Pr i n c i p a l  F i n a nc i a l  G r o up）は、年 金 積 立 金 引 き 出 し法 について、国

際 協 定 違 反 の可 能 性 があるとして、チリ外 務 省 に協 議 開 始 を要 請 した。 

同 社 に よると、本 年 4月 に 施 行 された 年 金 積 立 金 引 き 出 し法 に より 多 額 の引 き 出 しが

されたことにより、同 社 が年 金 受 給 者 と交 わしている契 約 上 の義 務 を果 たせなくなる可 能

性 があり損 害 を被 るとしている。また、現 在 上 院 で審 議 されている第 4回 目 の年 金 積 立 金

引 き出 し法 案 についても、懸 念 を表 明 している。 
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国 際 紛 争 解 決 センター（CIAD I、英 名 ICS ID）での仲 裁 に先 立 ち、同 社 とチリ政 府 は数

か月 の交 渉 期 間 を経 る必 要 があり、解 決 されなければ同 社 は国 際 仲 裁 裁 判 所 に訴 える

ことができ る。同 社 は問 題 を 友 好 裡 的 に 解 決 したい としながらも、協 議 で解 決 できない 場

合 には、紛 争 解 決 を開 始 するすべての権 利 を行 使 する可 能 性 を示 唆 している。 

チ リ 外 務 省 は 、「 要 請 の内 容 を 分 析 し、 協 定 で 規 定 さ れてい る チ リ と外 国 人 請 求 者 と

の間 の紛 争 に 該 当 するか否 かを検 証 している。該 当 する場 合 にはしかるべき 手 続 き を行

う」とコメントしている。 

 

（４） 銅 生 産 の干 ばつの影 響 と鉱 業 ロイヤルティ法 案 の見 通 し:報 道  

10月 21日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、Anto f agas ta  M ine ra l s社 は、干 ばつの影 響

について、今 年 は２０２０年 と同 程 度 を維 持 することができるが、来 年 には影 響 が出 るとの

予 測 を発 表 、また、鉱 業 ロイヤルティ法 案 の見 通 しについて報 じた。 

アリアガダ同 社 社 長 は、海 水 淡 水 化 プラントの建 設 が２０２２年 下 半 期 に完 了 すること

を考 慮 すると、来 年 は干 ばつとセンチネラ鉱 山 の鉱 石 品 位 の低 下 により、銅 生 産 量 が６６

万 ト ンから６９ 万 ト ンに なると予 想 。また 、コロナ 前 の操 業 レベ ルに戻 るのは間 もなくだ が、

国 内 では労 働 力 が不 足 しており、ソーシャルディスタンスに より 同 じ場 所 に 集 まることがで

き ない と 警 告 。 政 府 の援 助 が 一 部 なく な り 、 現 場 の 労 働 者 を 増 や す こ とも でき ない 。 今 、

自 信 を持 って言 えることは、水 の確 保 を前 倒 しできることだけだと述 べた。 

 現 在 の事 業 運 営 及 び建 設 中 のプロジェクトの投 資 額 について、今 年 は１６億 米 ドルから

１８億 米 ドルの予 定 であり、これは２０２２年 の投 資 予 定 額 と同 程 度 である。また、Mine ra  

L o s  Pe l amb re sのイ ンフラプロジェクトの進 捗 率 は５９％、M ine r a  Za l d i v a rのプロジェクト

は９０％に達 したと述 べた。 

 最 後 に、鉱 業 ロイヤルティ法 案 について、下 院 で採 択 された法 案 内 容 は悪 く、現 在 上 院

で審 議 されてい るが、それがかなり大 幅 に 修 正 されたと断 言 。現 状 からすると、大 統 領 選

挙 を 巡 る 非 常 に 激 し い 議 論 のた め 、 大 統 領 選 挙 前 に 解 決 され るとは 現 実 的 に 考 え られ

ず、政 権 が交 代 する来 年 ３月 までに解 決 されると思 われると述 べた。 

 

（５） 貿 易 協 定 のメリットに関 する外 務 省 分 析 :報 道  

10月 22日 付 当 地 紙 エル・メルクリオは、外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 （SUBRE I ）が

自 由 貿 易 協 定 のメリット等 に関 する分 析 結 果 を公 表 した旨 報 じた。 

ボリッチ大 統 領 候 補 (左 派 )が貿 易 協 定 を見 直 すことを提 案 した ことで、候 補 者 の支 持

者 、元 外 務 大 臣 、政 府 関 係 者 から様 々な意 見 が出 され、議 論 が熱 を帯 びている。これを

受 けて、今 週 、ボリッチ大 統 領 候 補 のラトーレ国 際 担 当 顧 問 （上 院 議 員 ）とパルドウ政 策

調 整 担 当 （チ リ 大 学 経 済 学 部 准 教 授 ）は 、F TAからの脱 退 やそ の他 の一 方 的 な 行 為 を

提 案 しているわけではないと弁 明 した。 

SUBRE Iによると、チリは65カ国 と30のFTAを締 結 。貿 易 額 は、1990年 の161 . 15億 米 ド

ルから2020年 には1 , 327 . 1 1億 米 ドルと、年 平 均 7 .3％の成 長 を遂 げ過 去 30年 間 で８ 倍 に

なった。また、輸 入 額 は、1990年 の77 . 42億 米 ドルから2020年 には592 . 2 6億 米 ドルと、年

平 均 ７％伸 びた。FTAには一 連 のメリットがあり、その一 つが関 税 の減 免 である。SUBRE I

は特 定 市 場 の輸 出 入 品 について、FTAにより大 幅 にメリットを受 けたとの分 析 結 果 を得 た

と発 表 した。具 体 的 なものは、以 下 のとおり。 
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（１）202 0年 に11 . 28億 米 ドル輸 出 した 中 国 向 けチ ェリ ーの場 合 、F TAがない 場 合 の関 税

は10％に相 当 し、税 額 は1.128億 米 ドルになるが、FTAがある場 合 は０になる。 

（２）中 国 向 けの豚 肉 は、年 間 4,290万 米 ドルのメリット。 

（３）メルコスール向 けのワインは、年 間 4,000万 米 ドルのメリット。 

（４ ）原 油 輸 入 は、2020年 に 21億 米 ドルを 超 え、伯 、エクアドル、米 、加 、コロンビアなど、

近 い生 産 国 から輸 入 でき、年 間 1.3億 米 ドル以 上 のメリット。 

（５）中 国 の携 帯 電 話 の輸 入 は、2020年 に10 .25億 米 ドルで、6,150万 米 ドルのメリット。 

SUBRE Iのジャニェス次 官 は、チリは世 界 に開 かれた経 済 であり、国 際 市 場 や外 国 から

の投 資 を必 要 としており、同 じような比 較 優 位 性 を持 つ他 国 と比 べて、競 争 力 があり、魅

力 的 でなければならない。また、これまで、加 、中 とのFTAは近 代 化 され、韓 、EU、EFTA、

印 とのFTAは交 渉 中 。ウルグアイ、伯 、亜 との近 代 化 もあると述 べた。 

ラテンアメリカ社 会 経 済 政 策 センターのゴンサレス・コーディネーターは、世 界 的 に 保 護

主 義 が強 まっている中 で、より開 かれた国 際 貿 易 を行 う必 要 があり、既 存 の貿 易 協 定 の

ネットワークの深 化 と拡 大 を進 めなければならないと指 摘 。特 に人 口 が多 く成 長 率 の高 い

経 済 国 との貿 易 を拡 大 し、サービス、再 生 可 能 エネルギーなど比 較 優 位 性 のある分 野 で

の可 能 性 を追 求 する必 要 があり、More  T rade ,  no t  l e ssと強 調 した。 

 

（６） チリ中 央 銀 行 総 裁 の再 任 :大 統 領 府 発 表  

10月 22日 、大 統 領 府 は、ピニェラ大 統 領 がマリオ・マルセル・チリ中 央 銀 行 総 裁 を再 任

した旨 公 表 した。 

大 統 領 府 は、ピニェラ大 統 領 がマリオ・マルセル・チリ中 央 銀 行 総 裁 のこれまでの貢 献

を 評 価 し 再 任 し 、 引 き 続 き リ ーダ ーシ ッ プを 発 揮 する ことを 望 んで い ると 発 表 した 。 「マ 」

総 裁 は、２０１５年 １０月 から中 央 銀 行 の取 締 役 を務 め、２０１６年 １２月 から本 年 １２月 ま

で総 裁 任 期 。チリ大 学 の経 営 学 を取 得 し、ケンブリッジ大 学 （英 ）で経 済 学 修 士 号 を取 得 。

世 界 銀 行 やＯＥＣＤ 、２０００ 年 から２００ ６ 年 にかけてラゴス政 権 で予 算 担 当 、バチ ェレ政

権 （第 一 次 政 権 ）で年 金 改 革 の大 統 領 諮 問 委 員 会 委 員 長 などを務 めた。 

 

（７） チリ鉱 業 協 会 による新 憲 法 制 定 に向 けた報 告 書 作 成 ：チリ鉱 業 協 会 発 表  

10月 25 日 、チ リ 鉱 業 協 会 （S ONA M I ）は、 新 憲 法 制 定 に 向 け た 鉱 業 部 門 の 報 告 書 を

作 成 した旨 のプレスリリースを出 した。 

SONAMIは、従 来 の鉱 山 会 社 の活 動 に資 することを目 的 とした報 告 書 を発 表 した。企 業

や弁 護 士 など鉱 業 に関 する幅 広 い専 門 家 が参 加 し、持 続 可 能 性 、法 律 、税 制 に関 する

３つを軸 に 2020年 初 頭 から議 論 が行 われたもの。エルナ ンデス同 会 長 は、憲 法 に 定 めら

れた制 度 的 、政 治 的 、経 済 的 、法 的 枠 組 みは、信 頼 、安 定 、安 全 を生 み出 すものでなけ

ればならず、特 に 長 期 的 に 展 開 される鉱 業 活 動 の場 合 、開 発 とともに 投 資 を 誘 致 し 、促

進 するための重 要 な要 素 となると指 摘 した。 

同 報 告 書 は、制 憲 議 会 が鉱 業 につ いて議 論 する際 に 考 慮 すべき、鉱 業 の特 殊 性 と 国

と民 間 の投 資 、鉱 業 と水 、鉱 業 と先 住 民 、鉱 業 と技 術 革 新 、鉱 業 の規 制 についての５つ

の分 野 が盛 り込 まれている。最 も重 要 な鉱 業 の規 制 について、憲 法 、鉱 業 法 、鉱 業 権 に

関 する法 律 、2015年 に廃 しされたDL600（外 資 法 ）があり、鉱 業 の発 展 と成 功 を可 能 にし、

国 の歴 史 的 、経 済 的 、社 会 的 支 柱 となってきた法 体 系 を 維 持 することが望 ましい と主 張
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している。 

また、特 許 料 による採 掘 権 を維 持 することが望 ましく、採 掘 権 者 に必 要 な確 実 性 と安 定

性 を提 供 する。この仕 組 みは、客 観 的 で透 明 性 が高 く、管 理 が容 易 で国 際 的 に認 められ

おり、地 方 自 治 体 の重 要 な収 入 源 であり、鉱 業 地 域 を支 援 している。一 方 で、鉱 山 開 発

は、探 鉱 ・開 発 権 の期 間 が重 要 。チリは、1971年 に大 規 模 鉱 山 が国 有 化 された後 も、常

に 無 期 限 だ った 。探 鉱 権 は一 時 的 だ が、開 発 権 の期 間 を 鉱 床 の耐 用 年 数 より も短 く設

定 することは適 切 ではない。なぜなら、最 適 な開 発 計 画 が立 てられず、期 限 が近 づくに つ

れて投 資 が抑 えられ、結 果 として国 の収 入 が損 なわれることになると述 べた。 

最 後 に、「エ」会 長 は、この文 書 が、制 憲 議 会 の作 業 に貢 献 することを目 指 している。鉱

業 は複 雑 であり、国 の経 済 的 ・社 会 的 支 柱 として、制 憲 議 会 メンバーによく理 解 される必

要 がある。そのため、支 柱 を傷 つけることなく、新 憲 法 策 定 作 業 を遂 行 するために必 要 な

情 報 が得 られるよう、技 術 的 なイ ンプットで貢 献 したい と考 えてい る。また 、我 々は議 論 に

参 加 することが可 能 であり、鉱 業 に関 連 する議 論 の際 には、我 々が考 慮 されることを確 信

している、とまとめた。 

 

（８） 当 地 中 国 大 使 による気 候 変 動 に関 する寄 稿 :報 道  

10月 23日 付 当 地 エルメルクリオ紙 にニウ・キンバオ(N iu  Q ingbao )駐 チリ中 国 大 使 によ

る気 候 変 動 への中 国 の貢 献 に関 する寄 稿 が掲 載 された。 

 気 候 変 動 は人 類 共 通 の課 題 であ り、これに 対 処 するた めに は、すべての人 が一 丸 とな

って努 力 する必 要 がある。先 進 国 は、その歴 史 的 な責 任 と技 術 的 ・財 政 的 な優 位 性 から、

より大 きな責 任 を負 わなければならないため、国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 、京 都 議 定 書 、パ

リ協 定 のいずれにおいても、「共 通 だが差 異 ある責 任 」の原 則 を国 際 的 な気 候 変 動 協 力

の構 成 規 範 として定 めている。 

 最 大 の発 展 途 上 国 である中 国 は、その発 展 レベルに対 応 し、能 力 に見 合 った責 任 を積

極 的 に担 っている。中 国 では、エコロジーと環 境 保 護 を5つのエリアに分 けた統 合 計 画 とし

て国 家 開 発 戦 略 に組 み込 み、過 去 5年 間 でGDPあたりのCO2排 出 量 を18 .2％削 減 したこ

とを踏 まえ、今 後 5年 間 でさらに18％削 減 する目 標 を策 定 している。中 国 は、2030年 まで

に排 出 量 のピークを迎 え、2060年 までにカーボンニュートラルを達 成 することを目 指 してい

る。中 国 がピークアウトからカーボンニュートラルに移 行 するまでの期 間 は、先 進 国 が通 常

要 する50、60年 に比 べ、はるかに短 い。同 時 に、中 国 は再 生 可 能 エネルギーの開 発 を精

力 的 に進 めており、2020年 までに2兆 2, 000億 kWhの再 生 可 能 エネルギーを発 電 し、一 次

エネルギー消 費 に占 める非 化 石 燃 料 エネルギーの割 合 を15％にするという厳 粛 な公 約 を

予 定 通 り達 成 している。中 国 の水 力 、風 力 、太 陽 光 発 電 の累 積 設 備 容 量 はすでに世 界

最 高 で 、風 力 だ け で も2 億 8 , 0 0 0 万 キロワ ッ ト に 達 し 、 欧 州 、 中 南 米 、 中 東 、ア フリ カ の合

計 設 備 容 量 を上 回 っている。中 国 では大 規 模 な植 林 が行 われており、ここ数 十 年 で約 7,

500万 ヘクタールが植 林 され、森 林 被 覆 率 は40年 前 の12％から23％に上 昇 している。また、

中 国 は海 外 での火 力 発 電 所 の新 規 建 設 を中 止 することを発 表 している。 

 中 国 の排 出 量 削 減 の成 果 は国 際 社 会 で認 められているが、次 のような事 実 を無 視 して

「総 排 出 量 が多 い」と主 張 し、中 国 に排 出 量 削 減 の責 任 を求 めている。 

（１）先 進 国 は依 然 として公 害 の主 な原 因 であり、大 気 中 のCO2排 出 量 の70?80％を占 め

ている。世 界 の人 口 の4％を 占 める米 国 は、世 界 の排 出 量 の20％を占 め、英 国 （植 民
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地 を除 く）は、世 界 の人 口 の1％にも満 たないのに、世 界 のCO2の3％を排 出 している。 

（２）先 進 国 は依 然 として一 人 当 たりの排 出 量 が多 い。2019年 の中 国 の一 人 当 たりの排

出 量 は8.12トンで、アメリカ、カナダ、オーストラリアの一 人 当 たりの排 出 量 はそれぞれ1

5.52トン、15 . 69トン、17 . 27トン。 

（３）中 国 の排 出 量 の約 20、30％は、米 国 や欧 州 などに製 品 やサービスを提 供 するために

生 成 されて お り 、 これ は欧 米 諸 国 からの 排 出 量 の 移 転 に 相 当 す る。 これに 関 連 して 、

中 国 の一 人 当 たりの消 費 による排 出 量 は、先 進 国 に比 べてさらに少 ない。 

（４）中 国 人 は肉 を食 べすぎて排 出 量 が増 えていると非 難 する人 がいるが、中 国 の一 人 当

たりの肉 の消 費 量 は約 50kgにすぎず、アメリカやオーストラリアの半 分 。 

 北 欧 の「環 境 王 女 」は、箸 を作 るために木 が伐 採 されていると中 国 人 が箸 を使 って食 事

をしていることを非 難 したが、王 女 自 身 が食 事 に使 うナイフ、フォーク、スプーンを作 るため

に、資 源 消 費 や排 出 量 が本 当 に少 ないかどうかを問 うことこそ必 要 だ。 

 

（９） デジタル経 済 連 携 協 定 の公 布 令 への署 名 ：外 務 省 プレスリリース 

 10月 25日 、外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 (SUBRE I )は、同 日 、ピニェラ大 統 領 がデジ

タル経 済 連 携 協 定 （DEPA）を公 布 する政 令 に署 名 した旨 公 表 した。 

 2 5日 、ピニ ェラ大 統 領 がD EP Aを 公 布 する政 令 に 署 名 した 。署 名 式 には、パラシ オ ス経

済 ・振 興 ・観 光 大 臣 、バルディビア外 務 省 次 官 らが出 席 。これは経 済 ・振 興 ・観 光 省 が主

催 するSMEウィーク2021（中 小 企 業 週 間 ）の中 で行 われた。 

 DEPAは、チリ、NZ、シンガポールの３カ国 がICT企 業 を支 援 する枠 組 みを提 供 し、中 小

企 業 に 多 くの機 会 と 利 益 をもた らすものであり、世 界 的 にも先 駆 的 な存 在 であ る。データ

の自 由 なフローやデジタル製 品 の無 差 別 待 遇 とともに、AI、デジタルID、プライバシー保 護

など重 要 な規 制 をはかり、製 品 やサービスの輸 出 を促 進 する。 

 「バ」次 官 は、製 品 やサービスのデジタル化 は加 速 度 的 に進 化 しており、国 際 経 済 分 野

でも、革 新 的 なソリュ ーショ ンを 求 めてい る。その意 味 で、D EP Aは新 しい 分 野 での協 力 を

促 進 し、起 業 家 、特 に中 小 企 業 に大 きな機 会 を提 供 するものだと述 べた。 

．今 日 、音 楽 、ソフト ウェア、電 子 書 籍 、ビデオ ゲームなど、国 際 貿 易 の対 象 となっている

新 しいデジタル製 品 があり、優 れたビジネスアイデアはインターネットにより、世 界 中 のどこ

にでも到 達 可 能 なっている。国 際 的 な拡 大 を促 進 する規 制 の枠 組 みによってその貿 易 が

一 層 強 化 されなければならない。DEPAは、パンデミックによる国 際 貿 易 やグローバルバリ

ューチェーンが混 乱 した今 、持 続 的 な経 済 回 復 の鍵 となるデジタル経 済 への先 駆 的 な取

組 であり、チリの貿 易 政 策 における近 代 化 のマイルストーンとなるもの。 

 その可 能 性 に注 目 したカナダや韓 国 などの国 々がDEPAへの加 盟 を表 明 しており、参 加

国 の増 大 はデジタル経 済 における先 駆 的 な協 定 の強 化 に向 けた重 要 な一 歩 となる。 

 

（１０） ドバイ万 博 でのスペース・ウィークイベント開 催 ：外 務 省 プレスリリース 

10月 25日 、外 務 省 は、ドバイ万 博 ２０２０で、チリが宇 宙 開 発 の進 展 についてイベントを

開 催 した旨 公 表 した。 

 25日 、外 務 省 、空 軍 、学 会 の代 表 者 が参 加 し、ドバイ 万 博 の枠 組 みの中 で、「チリ -私

たちの宇 宙 の物 語 」をテーマにイベントを開 催 した。 

 同 イベ ントは、テーマウィークの1つである、スペース・ウィークの活 動 プラグ ラムの一 環 で
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あり、オープニング・スピーチは、チリから宇 宙 を探 るをテーマに、２０２１年 国 家 賞 を受 賞 し

たモニカ・ルビオ氏 が行 った。続 いて、空 軍 のルイス・フェリペ・サエス大 佐 が、国 家 衛 星 シ

ステムや天 文 学 のパイオニアである自 然 研 究 所 を受 け 入 れるチリの計 画 について説 明 し

た。 

 外 務 省 を代 表 して、マグダレーナ・デュラン氏 は、チリの宇 宙 開 発 を推 進 するための新 し

い制 度 的 枠 組 みの構 築 について述 べた。また、アタカマ天 文 台 のセサール・オカンポ・ジェ

ネラルマネージャー、クラウス・フォン・ストーチ・チリ宇 宙 協 会 産 業 委 員 会 委 員 長 も参 加 し

た。 

昨 年 、コロナの影 響 で延 期 されたドバイ万 博 ２０２０は、２０２１年 １０月 １日 に開 幕 し、２

０２２ 年 ３ 月 末 まで開 催 される。このイベ ント には約 １ ９０カ 国 が参 加 し、テクノロジ ー、サス

テイナビリティー、モビリティーにおけるイノベーションが紹 介 されている。 

 

（１１） 元 駐 中 国 大 使 の中 国 投 資 に関 する寄 稿  

10月 28日 付 当 地 紙 「ラテルセラ」は、Jo r ge  He i neボストン大 学 教 授 （元 駐 中 国 大 使 ）

の中 国 投 資 に関 する寄 稿 を掲 載 した。 

 中 国 シノバック社 がチリに６，０００万 米 ドル規 模 の工 場 を建 設 し、チリ及 び南 米 市 場 向

けにワクチンを生 産 するとの発 表 は、対 チリ投 資 における画 期 的 な出 来 事 である。中 ・独

のコンソーシアムによるチリのＩＤ・パスポート製 造 の受 注 も同 様 で、これにより 現 行 パスポ

ートの費 用 は半 額 になる。 

 中 国 の 投 資 ブ ー ム は 驚 く べ き こ と で は な い 。 ２ ０ ２ ０ 年 の 海 外 投 資 は １ ， ５ ３ ０ 億 米 ド ル

（全 体 の１２％）に達 し世 界 １位 となった 。２０１６年 以 降 、海 外 投 資 は平 均 １０％に達 して

いる。ストックは２兆 ５，８００億 米 ドルで、米 の８兆 １，３００億 米 ドル、オランダの３兆 ８，００

０億 米 ドルに次 ぐ規 模 。貯 蓄 率 は４０～４５％で変 動 しており、資 本 の主 要 な輸 出 国 となり、

今 後 も変 わることはないだろう。 

 ２０１９年 は、中 国 がチリへの海 外 投 資 で最 大 となり、２０２１年 上 半 期 も同 様 で５０億 米

ドル超 となった。ＳＥＫ大 学 のセミナ ーでInv e s tCh i l eが中 国 のプロジ ェクト 件 数 は、２０ １７

年 の１５件 から２０２１年 には３０件 になり、現 在 、ポートフォリオをリードしていると説 明 。 

 注 目 す べき は、２ ０ ０ ４ 年 まで 中 国 の 対 チ リ 投 資 は 数 億 米 ド ルに も 満 た ず 、 目 立 っ た 存

在 ではなかった 。これ は、二 国 間 の貿 易 額 （２ ０ ０ ５ 年 のＦＴ Ａ 締 結 以 降 、急 激 に 増 加 し、

現 在 では４００億 米 ドルを超 えている）や、数 千 万 米 ドルに達 する近 隣 諸 国 への中 国 の投

資 とは無 関 係 である。大 きな転 機 となったのは、２０１６年 にチリのエネルギー分 野 で１０億

米 ドル近 い資 産 を持 つパシフィック・ハイドロ社 を、中 国 国 営 電 力 投 資 公 社 （ＳＰＩＣ）が買

収 した こと。 続 い て２ ０ １ ８ 年 に は、中 国 の天 斉 リ チウ ム がＳＱＭ 株 式 の２ ５ ％を ４ ０ 億 米 ド

ルで取 得 。チリが米 国 との間 で締 結 していない租 税 条 約 を２０１６年 に締 結 ・批 准 したこと

が、これらの投 資 に無 関 係 ではない。 

 もう１つ 注 目 すべき は、チリ の政 治 的 変 化 の中 で、一 部 のセクターが現 状 を 否 定 するだ

けでなく、多 くの外 国 企 業 、特 に中 国 企 業 が、チリとその未 来 に かけ続 けてい ること。そこ

には、見 たいと思 う全 ての人 のための教 訓 がある。 

 

（１２） 直 近 の失 業 率 及 び経 済 活 動 指 数 ：国 家 統 計 局 及 び中 央 銀 行 公 表  

 １０ 月 ２９ 日 及 び１１ 月 ２ 日 、国 家 統 計 局 （INE）及 び中 央 銀 行 は各 種 経 済 指 標 を 公 表
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した。 

＜失 業 率 ＞ 

（１）本 年 ７月 から９月 までの失 業 率 は、8 . 4％と７ヶ月 連 続 で改 善 した。前 年 同 期 から4. 4

ポ イ ント 改 善 し 、 前 回 ８ 月 まで の 失 業 率 か ら0 . 1ポ イ ント 改 善 した 。 労 働 力 人 口 、 就 業

者 数 、 失 業 者 数 はそ れぞれ前 年 同 期 に 比 べ、8 . 4％増 、13 . 3％増 、26 . 2％減 少 となっ

た 。 性 別 でみ る と、 女 性 の 失 業 率 は8 . 6％（ 前 月 か ら0 . 3 p t 減 少 ） 、男 性 の 失 業 率 は 8 .

3％（同 0 . 45p t減 少 ）であった。また、首 都 圏 州 の失 業 率 は9.2％（前 月 と同 じ）となった。 

（２ ）業 種 別 で 見 ると、 前 年 同 期 比 で、建 設 業 が45 . 5％、宿 泊 ・飲 食 サービス49 . 4％、運

輸 26％、商 業 18 .5％とそれぞれ増 加 した。職 種 別 では、自 営 業 が32 .4％、正 規 労 働 者

が7.5％増 加 した。非 正 規 雇 用 率 は27 .7％で、前 年 同 期 から4.2ポイント増 加 した。 

（３）労 働 参 加 率 は前 回 から0 . 4p t増 加 し57 . 1％となった。失 業 率 の改 善 ペ ースはやや鈍

化 したものの、職 を 探 す者 が増 えた ことが要 因 の一 つ と考 えられる。また、雇 用 者 数 を

パンデミック前 と比 較 すると、男 性 は72.8％、女 性 は58.4％を回 復 している。 

  

＜商 業 活 動 指 数 ＞ 

（１）９月 の商 業 活 動 指 数 は146 . 5と前 年 同 月 から17 . 9％増 加 した。主 に増 加 に寄 与 した

ものは、自 動 車 を除 く小 売 業 で、衣 料 品 や履 物 などが前 年 同 月 比 で21 . 5％増 加 した。

機 械 ・器 具 ・材 料 などの卸 売 業 も14 . 8％増 加 したものの、前 月 の20 . 1％の上 昇 と比 べ

るとやや鈍 化 した。 

（２）自 動 車 を含 めた小 売 販 売 指 数 をみると、前 月 比 19 .9％増 となり、市 場 予 想 の20 .8％

をわずかに下 回 った。同 指 数 は本 年 ３ 月 に 23 . 5％増 加 し、５ 月 に は72 . 1％増 加 と拡 大

していたが、その後 増 加 幅 は縮 小 し、今 回 20％を 割 り 回 復 速 度 は緩 やかになってい る。 

（３）また、９月 のスーパーマーケット売 上 指 数 は、前 年 同 月 比 12 . 3％増 となり、独 立 記 念

日 による消 費 効 果 もあり、８月 の0.9％増 から拡 大 した。 

  

＜鉱 工 業 生 産 ＞ 

（１ ）９ 月 の鉱 工 業 生 産 は97 . 6 （前 年 同 月 比 ▲0. 7％）と本 年 ２ 月 以 来 の90台 及 びマ イナ

スの成 長 となった。市 場 予 想 の前 年 同 月 比 1.2％増 加 を大 きく下 回 る結 果 となった。 

（２）マイナスの要 因 となったものは鉱 業 であ り、前 年 同 月 比 で▲7 .3％となった。これは昨

年 １２月 以 来 ５ヵ月 ぶりの大 きなマイナス幅 であり、要 因 は銅 の採 掘 ・加 工 活 動 の減 少

によるものである。銅 生 産 は前 年 同 月 比 で▲6.9％と４ヶ月 連 続 で減 少 した。 

（３）一 方 、製 造 業 生 産 指 数 は前 年 同 期 比 4.3％の増 加 となり、市 場 予 想 の3.3％を上 回

った。上 昇 の要 因 は、主 に 鉱 業 用 機 械 の製 造 に 関 連 する企 業 の売 上 が増 加 した こと

によるもの。しかし、８月 まで３ヶ月 連 続 で２桁 台 の上 昇 を記 録 していたことと比 べると増

加 の勢 いは減 速 した結 果 となった。 

  

＜経 済 活 動 指 数 （IMACEC）＞ 

（１）９月 のIMACECは前 年 同 月 比 15 . 6％増 となった。季 節 調 整 済 の対 前 月 比 は1.7％増 、

１２ヶ月 累 計 （季 節 調 整 済 指 数 の対 前 年 同 月 比 ）では15.3％増 となった。 

（２ ） 業 種 別 で 見 る と 、 商 業 は 20 . 3％ 増 （ 対 前 月 比 0 . 4％ 増 ）、 サ ービ スは1 9 . 0 ％ 増 （ 同 3 .

6％増 ）、財 の生 産 は7.5％増 （同 ▲0 .2％）となった。商 業 の成 長 は機 械 設 備 の卸 販 売
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や、 衣 料 ・家 電 などの小 売 販 売 が牽 引 した。サービスの成 長 は教 育 や医 療 の貢 献 が

大 き い。  また、財 の生 産 は建 設 業 が19 . 5％、製 造 業 が10 . 4％増 と貢 献 が大 きい 一

方 、鉱 業 は ▲6.7％の減 少 となった。 

（３）なお、１８日 には第 ３四 半 期 のGDP速 報 値 が公 表 される予 定 。 

 

（１３） コジャワシ鉱 山 におけるサーキュラーエコノミー導 入 :報 道  

11月 ４日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、コジャワシ鉱 山 が今 後 ３年 間 で３５億 米 ドルを

超 える入 札 ・購 買 プロセスにサーキュラーエコノミーを導 入 する旨 報 じた。 

アングロアメリカ社 （４４％）、グレンコア社 （４４％）、三 井 物 産 （１２％）が所 有 するコジャ

ワシ鉱 山 は、業 界 初 となる今 後 ３年 間 で３５億 米 ドル超 （サービス契 約 約 ２４億 米 ドル超 、

物 品 購 入 約 １１ 億 米 ドル超 ）の入 札 ・購 買 プロセスにサーキュ ラーエコノミーを 導 入 する。

資 源 の効 率 的 利 用 、 素 材 の再 利 用 に よる 新 ビジネ スの革 新 、 廃 棄 物 リ サイ クルの促 進

に貢 献 することを目 的 としている。 

 アリアガダ・コジャワシ鉱 山 副 社 長 は、サーキュラー評 価 は入 札 総 額 の２０％の重 み付 け

となり、地 元 のサプライヤーやタラパカで事 業 展 開 している企 業 、サーキュラーエコノミーの

原 則 のもと、革 新 的 なデザインや資 源 の最 適 利 用 、排 出 量 削 減 を目 指 す企 業 に恩 恵 を

もたらす。２０％の内 訳 は５つのＲ（リジェクト、リデュース、リペア、リマニュファクチャリング、

リサイクル）を取 り入 れ、サーキュラリティ（８％）、地 域 開 発 （８％）、廃 棄 物 及 び排 出 物 の

削 減 （４％）で構 成 されると述 べた。 

 ドラヒセビッチ同 社 副 社 長 は、これからの鉱 山 業 界 は、サステナビリティを戦 略 軸 の一 つ

として、地 域 性 を重 視 する必 要 がある。コジャワシ鉱 山 では、環 境 への影 響 を最 大 限 に抑

え、環 境 を 保 護 し、近 隣 コミュニティに 力 を 与 える方 法 を 常 に 分 析 している。サーキュ ラー

エコノミーを導 入 し、地 元 企 業 と労 働 力 の発 展 の促 進 を目 的 としており、その方 向 性 に沿

ったものであると確 信 していると述 べた。 

 

（１４） チリのＰＰＣＡへの加 盟 ：エネルギー省 プレスリリース 

11月 ４日 、エネルギー省 は、ＣＯＰ２６に参 加 しているジョベット・エネルギー大 臣 がチリの

Powe r i n g  P a s t  Coa l  A l l i a n c e（ＰＰＣＡ ）への加 盟 や国 連 のNo  New  Coa l協 定 への署

名 について公 表 した。 

 「ジョ」大 臣 は、４日 、ＣＯＰ２６エネルギーデーの行 事 の中 で、ＰＰＣＡにチリが加 盟 するこ

とを発 表 。チリで遅 くとも２０４０年 までに 石 炭 を廃 止 することに合 意 し、２０３０ 年 までに 達

成 するよう努 力 していると指 摘 。さらに、石 炭 価 格 が安 いというのは事 実 ではなく、一 部 だ

け支 払 って、残 りは将 来 の世 代 にあたかも時 限 爆 弾 として支 払 わせることになると付 言 し

た。現 在 、ＰＰＣＡには１５０以 上 の国 、都 市 、地 域 、企 業 が参 加 しており、世 界 のエネルギ

ー転 換 を 推 進 するた めに、石 炭 の廃 止 期 限 を 守 るために 具 体 的 な行 動 を 起 こしてい る。

この活 動 に加 えて、石 炭 火 力 発 電 所 建 設 を中 止 するよう他 国 に働 きかけることを 目 的 と

した国 連 のNo New  Coa l協 定 に署 名 する。 

 「ジョ」大 臣 が主 導 する石 炭 廃 止 計 画 は、気 候 変 動 に 対 処 し、２０５０ 年 までにカ ーボン

ニュートラルを達 成 するための戦 略 軸 の一 つである。政 府 は２０ １９年 に 、２０４ ０ 年 までに

チリ国 内 の全 ての火 力 発 電 所 を閉 鎖 することを約 束 。このタイムテーブルは、累 次 修 正 さ

れ、加 速 している。現 在 までに、２０１９年 に閉 鎖 される２８基 のうち、５基 が閉 鎖 されており、
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これはチリの石 炭 火 力 発 電 所 数 の約 ２０％に相 当 する。 

 クラウディオ・ジェネラドラス・デ・チリ社 ＣＥＯは、今 回 の合 意 について、チリが「End  Coa l

 Pa r t ne r sh i p」への参 加 を決 定 したことは、気 候 変 動 対 策 へのコミットメントを再 確 認 する

ものであり 、官 民 協 定 を 通 じて、石 炭 を 廃 止 するとい うコミッ ト メントの先 駆 者 となった こと

に加 え、再 生 可 能 エ ネルギ ーに よる発 電 代 替 を 増 やし、そ れを 実 現 するために 必 要 な送

電 や蓄 電 などを促 進 することで、責 任 を持 ってこの行 動 を加 速 させようとしていると述 べた。 

 

（１５） エネルギー貯 蔵 能 力 の倍 増 ：エネルギー省 プレスリリース 

11月 ５日 、エネルギー省 は、ＣＯＰ２６に参 加 しているジョベット・エネルギー大 臣 がチリの

エネルギー貯 蔵 能 力 を倍 増 させる、新 たな目 標 を公 表 した。 

 ５日 、「ジョ」大 臣 は、ＣＯＰ２６の関 連 会 合 において、チリは２０２３年 までにエネルギー貯

蔵 能 力 を 倍 増 させるとの新 たな目 標 を発 表 。現 在 、チリ電 力 系 統 の蓄 電 池 容 量 は１７５

ＭＷだ が、Ａ ＥＳ社 が１ ８８ Ｍ Ｗの蓄 電 池 を 追 加 すると 発 表 した ことで、２ ０ ２ ３ 年 に は３ ６３

ＭＷと現 在 の２倍 となる。これは大 きな一 歩 であり、２０３０年 までに少 なくとも２，０００ＭＷ

の蓄 電 シ ステ ムを 導 入 するとい う国 家 エネ ルギ ー政 策 で提 案 し た 内 容 に 完 全 に 沿 ったも

のである。今 回 の発 表 により、その方 向 性 が見 えてきたと述 べた。 

また、チリの全 ての家 庭 でクリーンエネルギーをいつでも利 用 できるようにするためには、

あ らゆる 種 類 の 貯 蔵 技 術 が 必 要 だ と 付 言 した 。チ リ で は、バッ テ リ ーに よ るエネ ルギ ー 貯

蔵 が６２３Ｍ Ｗｈから１ ，５６３ＭＷｈへと２．５ 倍 になり、２０２３ 年 までに年 間 ２０ 万 トン以 上

のＣＯ２ 排 出 を 削 減 す ることができ る。これは、チリ 国 内 から８ 万 台 以 上 の自 家 用 車 の削

減 量 に相 当 する。 

 今 回 の発 表 の重 要 性 は、電 力 システムの柔 軟 性 は、システムが需 要 と供 給 を管 理 しバ

ランスを 取 る能 力 に 依 存 するた め、様 々なスト レージシステ ム に依 存 するとい う点 に ある。

これらの技 術 により、再 生 可 能 エネルギーを大 規 模 に統 合 し、信 頼 性 と耐 障 害 性 の高 い

電 力 システムを維 持 することが可 能 になる。電 力 システムの主 な貯 蔵 源 は水 力 発 電 のダ

ム だ が、 気 候 変 動 の 影 響 で１ ３ 年 間 干 ば つ が 続 き 、 貢 献 度 が 大 幅 に 低 下 。 現 在 、 課 題

解 決 のために、各 種 のストレージ技 術 があり、チリでは既 に開 発 が進 んでいる。 

チリが採 用 した 気 候 変 動 対 策 は、再 生 可 能 エネルギーの巨 大 な可 能 性 に基 づいてお

り、現 在 化 石 燃 料 を 使 用 してい るエネ ルギ ー用 途 の大 規 模 な電 化 を 可 能 にする。このよ

うに、エネルギー効 率 、電 動 化 、脱 石 炭 、グリーン水 素 などは、主 に再 生 可 能 な発 電 によ

る電 力 システムに依 存 している。 

 

（１６） １０月 の消 費 者 物 価 指 数 及 び輸 出 入 :報 道  

11月 ８日 、国 家 統 計 局 及 び中 央 銀 行 は、10月 の消 費 者 物 価 指 数 （CPI）及 び輸 出 入

額 をそれぞれ公 表 した。 

＜CPI＞  

10月 のCPIは前 月 比 1 .3％、前 年 比 6.0％となり、市 場 予 想 の前 月 比 1.0％を上 回 った。

前 年 比 6％を越 えるのはリーマンショック時 の2009年 1月 以 来 となる。構 成 する12項 目 のう

ち7項 目 で 上 昇 し 、 先 月 の 前 年 比 5 . 3％か ら更 に 加 速 し、 年 率 イ ンフレ 目 標 範 囲 で あ る2

～4％を 上 回 った 。本 年 の累 積 イ ンフレ率 は既 に 5 . 8％となり 、中 央 銀 行 の予 想 する2021

年 の物 価 上 昇 率 である5.7％を上 回 った。 
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上 昇 した項 目 は、運 輸 3.9％、レクリエーション・文 化 7.8％、レストラン・ホテル2.2%など。

下 落 した 項 目 は、衣 類 ・履 物 ▲3 . 3％、家 具 ・生 活 用 品 ▲1 .1 %となった 。製 品 別 では、旅

行 関 係 55 .8％、航 空 輸 送 サービス45 .4％、液 化 ガス7.1％、ガソリン2 . 7％、家 具 ▲6.7％、

保 険 ▲6.1％となった（全 て前 月 比 ）。 

前 月 比 の1.3％を寄 与 度 で分 解 すると、旅 行 関 係 が0.51ポイント、航 空 輸 送 サービスが

0.34ポイント、天 然 ガス。ガソリンが0.17それぞれ増 加 に寄 与 した。 

ルーカ ス ・パ ラシ オ ス 経 済 大 臣 は 今 回 の 高 い 伸 び 率 に 懸 念 を 示 し、 「4 回 目 の 年 金 積

立 金 引 き出 しが行 われると更 にインフレが加 速 し、生 活 物 価 や金 利 の上 昇 を通 じて貧 困

層 や高 齢 者 、中 小 企 業 に大 きなダメージとなる。」と警 告 した。 

ロドリゴ・セルダ財 務 大 臣 は「インフレは主 に海 外 要 因 で、これは一 時 的 なものと思 われ

るが、国 内 要 因 も無 視 でき ない 。年 金 積 立 金 引 き 出 しに よりイ ンフレが加 速 することを防

がなけ れば なら ない 。 また 、 財 政 出 動 に より 景 気 が 刺 激 さ れ 、 所 得 水 準 も 向 上 が 図 ら れ

安 心 感 が広 がったので、これらの政 策 を撤 回 する時 期 に来 ている。」と述 べた。 

＜輸 出 入 ＞ 

10月 貿 易 は、輸 出 が前 年 比 20 .3％増 の77 .6億 ドル、輸 入 が同 68 .1％増 の81 .2億 ドル

となった。貿 易 収 支 は同 ▲121 . 6％の▲3. 5億 ドルとなり、2019年 11月 以 来 の赤 字 となっ

た。 

品 目 別 では、輸 出 では、銅 が前 年 比 23 . 0％増 であった ほか、農 林 水 産 品 18 . 3％増 、

製 造 業 品 16 .9％増 となった。輸 入 では、消 費 財 が、ガソリン、液 化 ガス、車 を中 心 に伸 び、

78 .3％増 となり、中 間 財 が、石 炭 、金 属 、化 学 などを中 心 に伸 び77.3％増 となった。 

 

（１７） TVホワイトスペースを利 用 したデータ伝 送 に関 する報 告 書 :報 道  

 11月 ９ 日 、運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （SUBTEL）は、TVホワイトスペースを利 用 したデ

ータ伝 送 に関 する研 究 結 果 報 告 書 をチリ大 学 から受 領 した旨 発 表 した。 

 ８ 日 、チリ 大 学 物 理 ・数 理 科 学 部 で行 われた 式 典 で、モ レノ通 信 次 官 は、ビバルディ学

長 よりTVホワイトスペース技 術 とデジタルテレビ信 号 の互 換 性 に関 する報 告 書 を受 け取 っ

た。 

 この研 究 では、アンテナを設 置 してデジタルテレビのチャンネルを受 信 しながら、デジ タル

テレビ信 号 が占 めるチャンネルの隣 のチャンネルでデータの送 受 信 を行 うという、TVホワイ

トスペースを利 用 したデータの送 受 信 を行 うコントロールスペースの実 現 が確 認 できた。制

御 された条 件 下 で行 われた様 々な試 験 により、TVホワイトスペース技 術 がチリのデジタル

TVエコシ ステム と共 存 でき ることが実 証 さ れ、将 来 的 に 未 使 用 のチ ャンネルを 使 用 し て、

現 在 インターネットに接 続 できない人 々の接 続 が可 能 になった。 

 モレノ次 官 は、「テ レビの空 き 周 波 数 を 利 用 して高 速 無 線 インターネットを伝 送 するこの

新 しい技 術 に大 きな期 待 を寄 せている。このプロジェクトは、国 全 体 に質 の高 いインターネ

ットを提 供 することを 目 的 として、政 府 として推 進 してきた多 くの代 替 案 を集 約 し、追 加 す

るものである。」と述 べ、報 告 書 の結 論 を評 価 した。 

 式 典 には、ジャニェス・マイクロソフト・チリ・技 術 革 新 マネージャーとプラス・コンプロミソ・

パイス・エグゼクティブディレクターも出 席 し、この技 術 を使 ったデータ伝 送 テストが行 われ、

TVホワイトスペースを使 ったデータ伝 送 時 にテレビ受 信 への干 渉 がないことが実 証 された。 
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（１８） 再 生 可 能 エネルギー関 連 投 資 の見 込 み:報 道  

11月 ９ 日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」は、Co rpo r a c i o n  d e  B i e nes  d e  Cap i t a l  (ＣＢ

Ｃ)調 査 に基 づき、チリにおける再 生 可 能 エネルギー関 連 投 資 が２０２１年 から２０２５年 に

総 額 ７２億 米 ドル超 見 込 まれている旨 報 じた。  

 ＣＢＣが発 表 した今 年 上 半 期 の報 告 書 によると、２０２１年 から２０２５年 にかけて再 生 可

能 エネルギ ー関 連 投 資 が総 額 ７２ 億 米 ドル超 見 込 まれ、そ のうちの４４％がチリ 北 部 の３

地 域 （アントファガスタ州 、アタカマ州 、タラパカ州 ）に集 中 。 

 ２０２１年 の投 資 額 は４３．５２億 米 ドルを超 え、鉱 業 に次 ぐ規 模 になると予 想 され、太 陽

光 発 電 所 と風 力 発 電 所 への投 資 が約 ８０％を占 める。２０２２年 は、２０２１年 を下 回 るが、

来 年 はこの分 野 に 大 きなダイ ナ ミズム があ ると考 えており 、次 回 報 告 書 に 反 映 されること

が期 待 されている。また、この分 野 は規 制 面 が発 展 のカギを握 っており、これまでのところ、

投 資 の観 点 からは好 ましい 効 果 が得 られている、とカスティジ ョ 同 社 ジェネ ラルマネージャ

ーは述 べた。 

 一 連 のプロジェクトによりチリで達 成 される再 生 可 能 エネルギーの新 たな発 電 容 量 は、８，

６５３ＭＷと推 定 。そのうち太 陽 光 発 電 所 が５７％、風 力 発 電 所 が２６％、水 力 発 電 所 が１

３％を占 める。また、エネルギー関 連 の開 発 ブームのもう１つの重 要 な効 果 は、創 出 される

雇 用 で、 建 設 分 野 の 雇 用 は 新 規 参 入 に より 上 半 期 で１ ２ ％増 加 。この状 況 は来 年 も継

続 されると思 われる。 

 

（１９） 対 外 貿 易 10ヶ月 で40％成 長 ：外 務 省 プレスリリース 

11月 8日 、外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 (SUBRE I )は、10月 の対 外 貿 易 の状 況 につ

いて公 表 した。 

 8日 、SUBRE Iは、2021年 1月 から10月 の貿 易 額 が1,502億 5 ,200万 米 ドルに達 し、前 年

同 期 比 40％増 を達 成 。輸 出 額 は764億 2 ,700万 米 ドルで同 比 28％増 。更 に10月 時 点 で、

2020年 の全 輸 出 額 を4％上 回 り、記 録 が残 っている限 りでは過 去 最 高 額 を記 録 し、全 て

の主 要 分 野 で 輸 出 が 増 加 。 全 てのカテ ゴリ ーでパンデミッ ク前 の水 準 を 超 え、サービス 、

農 産 物 、各 種 製 造 業 の出 荷 量 の多 さが際 立 っている。また、50億 人 以 上 の消 費 者 の市

場 に 拡 大 した 、様 々なイ ノベ ーシ ョ ンと開 発 の国 際 化 に よる30の貿 易 協 定 ネット ワ ークが

重 要 であることが明 らかになったと発 表 。ジャニェス次 官 は、輸 出 の95％がFTA締 結 国 向

けで、2021年 １月 から10月 のサービス輸 出 額 は11 .3億 米 ドルで同 比 29％増 加 し、2020年

の全 輸 出 額 10.8億 米 ドルを既 に5％上 回 っていることを強 調 した。 

 輸 出 は、 鉱 物 が476 . 6億 米 ドルで 同 比 44 ％増 、 農 業 が57 . 8 億 米 ドルで 同 比 8％ 増 、 工

業 製 品 が222 . 9億 米 ドルで同 比 9％増 。特 に、銅 は過 去 最 高 の433 . 3億 米 ドルに達 し、同

比 45％増 で全 体 の57％を占 めた。期 間 中 の銅 価 格 は平 均 4.19米 ドル/ポンドで、前 年 同

期 平 均 2.69米 ドル/ポンドよりも56％高 くなった。銅 以 外 もパンデミック前 の水 準 まで回 復

し331億 米 ドルとなり同 比 12％増 。チェリ ー、サーモン、キウイ、冷 凍 イチゴ、炭 酸 リチ ウム、

ワインなど600種 類 以 上 の製 品 ・サービスが過 去 最 高 額 を 記 録 。サービス輸 出 の増 加 は、

ICTが牽 引 し、4 .3億 米 ドルと同 比 1.9億 米 ドル増 、物 流 サービス、金 融 サービス、広 告 、ア

ニメーショ ン、コンサル、研 究 開 発 なども増 加 。サービス輸 出 の99％がF TA締 結 国 向 けで

あり、FTAが重 要 であることを示 した。 

 輸 入 は、738 . 3億 米 ドルで同 比 54％増 、2020年 の全 輸 入 額 を25％上 回 った。消 費 財 が
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2 22 . 9億 米 ドルで同 比 72％増 、中 間 財 が36 8 . 2億 米 ドルで同 比 51％増 、資 本 財 が147 . 1

億 米 ドルで同 比 38％増 となった 。携 帯 電 話 、自 動 車 、バイ ク、PC、タブレット 、光 ファ イバ

ーケーブル、ワクチン、医 薬 品 、pc r試 薬 、手 袋 、牛 肉 など1 , 900種 類 以 上 の製 品 が過 去

最 高 額 を記 録 した。 

 

（２０） ＡＰＥＣ閣 僚 会 合 参 加 ：外 務 省 プレスリリース 

チリ外 務 省 は、アラマン外 務 大 臣 とジャニェス外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 がAPEC閣 僚

会 合 へ参 加 した旨 公 表 した。 

＜「ア」外 務 大 臣 の参 加 （9日 の閣 僚 会 合 ）＞ 

「ア」大 臣 は、APEC域 内 は、世 界 のエネルギーの約 60％を消 費 し、その大 部 分 が化 石

燃 料 を使 用 。2035年 までにエネルギー効 率 を少 なくとも45％改 善 するという2011年 のAPE

Cの公 約 を達 成 するために、我 々が努 力 を重 ねなければならない。チリは目 標 達 成 に向 け

て順 調 に進 んでいると述 べた。また、チリは世 界 で最 も太 陽 光 発 電 に適 した 国 であり、風

力 発 電 の可 能 性 も高 い国 の1つであると指 摘 。両 エネルギー源 を 使 用 し、未 来 の燃 料 で

あ るグ リ ーン水 素 を 生 産 ・輸 出 する ことで、 全 ての加 盟 国 の 経 済 に 利 益 を もた らすこと が

でき ると 付 言 した 。ま た 、森 林 の 割 合 を 増 やすた めの活 動 や、 海 洋 保 護 区 の 推 進 に よる

海 の保 護 についても紹 介 した。 

同 大 臣 は、女 性 や中 小 企 業 に 焦 点 を 当 てた 取 り 組 みが必 要 だ と述 べた 。これに 関 連

して、加 、墨 、NZ、チリが、グローバル・ジェンダー・アンド・トレード・アグリーメント（GTAGA）

に署 名 したことに触 れ、他 国 にも参 加 するよう呼 びかけた。中 小 企 業 については、資 金 調

達 や国 際 的 な機 会 へのアクセスの改 善 を進 めるAPECの活 動 を評 価 。また、中 小 企 業 が

グローバル市 場 に進 出 するための支 援 を継 続 することの重 要 性 を強 調 。従 来 、自 由 貿 易

は大 企 業 だけが得 をするというイメージがあり、それが自 由 貿 易 に対 する批 判 の根 拠 とな

っていた。このパラダイムを打 破 するためには、具 体 的 な事 実 に 基 づいて、特 に中 小 企 業

が進 歩 、繁 栄 、経 済 成 長 の一 翼 を 担 えるように、その恩 恵 を より身 近 に 感 じられるように

しなければならないと付 言 した。 

デジタル化 の重 要 性 を強 調 。コロナは甚 大 な被 害 をもたらしたが、同 時 に 社 会 経 済 的

な機 会 ももた らし、チ リのような小 規 模 な経 済 国 が世 界 各 地 で新 たな選 択 肢 に 進 出 す る

ことを可 能 にしたと述 べた。その中 で、NZとシンガポールとの間 でデジタル・エコノミー・パー

トナーシップ協 定 （DEPA）が締 結 されたことを強 調 した。 

 

＜「ジャ」次 官 の参 加 （8日 の閣 僚 会 合 ）＞ 

「ジ ャ」次 官 は、コ ロナ に よる危 機 を 克 服 す るた めの国 際 協 力 の 重 要 性 とともに 、貿 易

が経 済 回 復 とより回 復 力 のある地 域 の発 展 の両 方 を果 た す重 要 な役 割 について言 及 。

また、WTOの近 代 化 と効 率 化 の重 要 性 が強 調 され、次 回 のWTO閣 僚 会 議 （MC12）では、

漁 業 補 助 金 、農 業 、化 石 燃 料 補 助 金 などの具 体 的 課 題 のほか、投 資 や電 子 商 取 引 な

どの交 渉 でも成 果 を上 げることが求 められていると発 言 。 

APECがWTOを支 援 することの重 要 性 に言 及 し、次 回 MC12は、世 界 中 でワクチンや必

須 医 療 品 へのアクセス向 上 につながる具 体 的 な成 果 を達 成 するための重 要 な機 会 となる

と強 調 。MC12は、多 国 間 貿 易 システムをより公 平 に、より透 明 に、より非 差 別 的 に、より

予 測 可 能 なものにするための強 化 に向 けた重 要 なマイルストーンである。また、国 際 貿 易
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が現 在 直 面 してい る課 題 や、経 済 回 復 のための重 要 性 につい ても取 り上 げると述 べた。

また 、地 域 経 済 統 合 に 対 するチ リ の 強 い コ ミッ ト メント を 再 確 認 し 、ア ジ ア 太 平 洋 自 由 貿

易 圏 （F T AAP ）に 向 け た 作 業 を 加 速 させ ること の重 要 性 を 強 調 す ると ともに 、コ ロ ナ 後 の

復 興 に重 要 な役 割 を果 たす国 際 貿 易 構 造 の更 なる統 合 と強 化 を呼 びかけた。 

貿 易 がチ リ の回 復 に 重 要 な役 割 を 果 た し てい ることを 強 調 し、2 021年 1 月 から10 月 の

貿 易 は前 年 同 期 比 で40％増 加 したこと、また、貿 易 を継 続 的 に促 進 するために、税 関 手

続 きに おけ る電 子 ペ ーパーの受 け 入 れなどの貿 易 円 滑 化 措 置 を恒 久 化 し、地 域 及 びグ

ローバルなバリューチェーンへの参 加 を高 めるためにラテンアメリカのパートナーとの関 係 を

強 化 するなど、様 々な施 策 を実 施 していることを述 べた。 

接 続 性 の向 上 を可 能 にするイニシアチブを推 進 しているデジタル経 済 への強 力 な支 援

を 強 調 し、 D EP Aの 妥 当 性 を 強 調 。また 、 加 、 韓 、 中 が 加 盟 に 関 心 を 示 して い る こ と を 歓

迎 した。 

 閣 僚 会 合 は、12 日 の首 脳 会 議 に 先 立 っ て開 催 され、MC12まで１カ 月 を 切 ってい る こと

から、MC12で野 心 的 な成 果 を 達 成 するた めの機 運 を 高 め、コンセンサスを 得 るための重

要 な機 会 となった。 

 

（２１） 4回 目 の年 金 積 立 金 引 き出 し法 案 の上 院 での否 決  

11月 ９日 、上 院 は4回 目 の年 金 積 立 金 引 き出 しに係 る法 案 を否 決 した。 

９月 28日 に下 院 で可 決 された4回 目 の年 金 積 立 金 引 き出 し法 案 は、9日 、上 院 で否 決

された。上 院 の採 決 では、議 員 の3分 の2に当 たる25票 の賛 成 が必 要 とされていたところ、

賛 成 24票 、 反 対 15票 、棄 権 1 票 であ った 。野 党 の中 でも 反 対 票 を 投 じる議 員 がお り 、一

枚 岩 とはならなかった。上 下 院 で異 なる議 決 がされたため、法 案 は両 院 合 同 委 員 会 で審

議 されることとなる。 

野 党 は、年 金 積 立 金 引 き 出 しに よるイ ンフレや債 券 市 場 への影 響 を 和 らげるために 、

引 き出 しに制 限 を設 け、引 き出 し可 能 額 を減 らすなど修 正 を図 り 支 持 を広 げようとしてい

た。 

他 方 、政 府 側 は、「どのような種 類 の調 整 を行 っても、すべての世 帯 、特 に最 貧 層 と中

間 層 にインフレなどを 通 じて悪 影 響 を 及 ぼすことになり承 認 できない。」（パトリシオ・メレロ

労 働 ・社 会 保 障 大 臣 ）と述 べるなど強 く反 対 を主 張 するとともに、野 党 が修 正 した引 き出

し制 限 を行 った としても、引 き出 し可 能 総 額 は162億 5300万 ドルから158億 8400万 ドルに

減 少 するだけで、約 3.7億 ドルしか減 少 しないと説 明 していた。 

大 統 領 候 補 でもあ るヤスナ ・プロボ ステ 上 院 議 員 （野 党 D C党 ）は当 法 案 を 主 導 し、大

統 領 選 挙 に お い て 成 果 と してP R す るた め に 支 持 を 集 め ようと 懸 命 に 根 回 しを 行 っ てき た

が、結 果 的 に支 持 を広 げることはできなかった。 

法 案 は今 後 両 院 合 同 委 員 会 で議 論 されるが、大 統 領 選 挙 日 程 をまた ぐ可 能 性 が高

く、これにより同 法 案 の必 要 性 や関 心 が薄 まると見 込 まれる。 

上 院 での法 案 の否 決 により 市 場 には安 心 感 が広 がり 、サンテ ィアゴ株 式 市 場 のIP SA

指 数 は2. 36%上 昇 、為 替 レートはペソが急 伸 し11ペソ高 の1ドル793ペソと9月 23日 以 来 の

水 準 となった。 

 

（２２） ベルギーとのグリーン水 素 関 連 ＭＯＵ署 名 ：エネルギー省 プレスリリース 
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11月 ９日 、エネルギー省 は、ジョベット・エネルギー大 臣 がストラーテン・ベルギー・エネル

ギー大 臣 らとともに、グリーン水 素 の製 造 を促 進 するための覚 書 に署 名 した旨 公 表 した。 

９日 、「ジョ」大 臣 は、「ス」大 臣 及 びアントワープ港 とゼーブルージュ港 の港 湾 代 表 者 と

ともに、グリーン水 素 の製 造 を促 進 するための覚 書 に署 名 した。両 国 間 にグリーン水 素 等

を輸 送 するための回 廊 を共 同 で構 築 することに関 心 を示 すもの。 

 「ジョ」大 臣 は、この取 り組 みを歓 迎 し、新 しい産 業 の発 展 において、チリのリーダーシ

ップをさらに 強 固 なものにする素 晴 らしいニ ュースである。クリ ーンエネルギ ーにおけ るポ テ

ンシャルは、世 界 で最 も安 価 なグリーン水 素 の製 造 を可 能 にし、需 要 を満 たすだけでなく、

他 国 の気 候 変 動 目 標 の達 成 にも貢 献 できるだろうと述 べた。 

両 港 は、西 欧 の化 石 エネルギーのハブとして重 要 な役 割 を果 たしており、大 量 のエネル

ギーを貯 蔵 し、電 力 、熱 等 を消 費 者 に供 給 している。今 後 、両 港 、チリが協 力 し知 識 や経

験 など の 情 報 交 換 や 協 力 の 可 能 性 を 追 求 してい く 。 両 港 は、 再 生 可 能 エネ ルギ ー の先

駆 的 なハブとして、インフラ、ノウハウ、ネットワークを活 用 し大 量 の水 素 を輸 入 し、欧 州 内

陸 部 に展 開 することで、ベルギー及 び欧 州 の気 候 変 動 対 策 の一 翼 を担 いたいと考 えてい

る。 

Vande rme i r e nアントワープ港 CEOは、アントワープ港 全 体 をグリーン化 し、持 続 可 能 な

海 運 に 必 要 な 代 替 燃 料 を 提 供 す るマル チ フュ ーエルポ ート と して 更 に 発 展 してい く とい う

野 心 を持 ち続 けると述 べた。また、Haute k i e tゼーブルージュ港 CEOは、チリが両 港 との協

力 を 希 望 してい ることを 誇 りに 思 う。欧 州 に 水 素 を 輸 入 するとい う共 通 の野 望 を ともに 実

現 していきた い。欧 州 における、欧 州 からのエネルギー転 換 のた めの新 たな章 を 告 げるも

のだと述 べた。 

今 回 の合 意 は、今 年 初 めにシ ンガポ ールのエネルギ ー省 及 びロッ テルダム 港 と締 結 し

た、チリ及 びラテ ンアメリカからシンガポール及 びヨ ーロッパ市 場 への供 給 ルートの技 術 的

及 び商 業 的 な実 現 可 能 性 を検 討 するための合 意 と併 せて行 われたものである。 

 

（２３） リチウム入 札 への企 業 参 加 :報 道  

11月 10日 付 当 地 紙 「 エル・メルクリ オ 」は、政 府 が 発 表 した リ チ ウム 入 札 に ５ ０ 社 以 上

の企 業 が参 加 予 定 である旨 報 じた。 

 国 内 のリ チ ウ ム 鉱 床 の 開 発 を 促 進 す る た めに 政 府 が 発 表 し た 入 札 は 大 き な 関 心 を 呼

んだ。ジョ ベッ ト・エネ ルギ ー兼 鉱 業 大 臣 は 、ブルーム バーグ のイ ンタビュ ーに 対 し、こ のプ

ロセスは、非 常 に有 望 に見 えると述 べ、年 末 までにリチウム入 札 プロセスの詳 細 を明 らか

にすると付 言 、これまでに最 大 ５７社 から関 心 が寄 せられていることを明 らかにした。 

 「ジョ」大 臣 は、グリ ーン水 素 開 発 の目 標 について、チリでは１０ ０以 上 の国 内 外 の企 業

が６０のプロジ ェクトを 開 発 してい る。チリ 産 のグリーン水 素 は、２ ０２５ 年 頃 には化 石 燃 料

と競 合 する 価 格 に なると考 えており 、多 く の支 持 を 得 てい る。下 院 で可 決 された 鉱 業 ロイ

ヤルティ法 案 について、ほとんどの上 院 議 員 が現 行 案 が競 争 力 を損 なうことを認 識 してお

り、上 院 では可 決 されないだろうと確 信 している。税 金 を調 整 する余 地 はあるかもしれない

が、その議 論 をするのは選 挙 後 だと述 べた。 

 他 方 、ＣＯＰ２６の枠 組 みの中 で、「ジョ」大 臣 は、ストラーテン・ベルギー・エネルギー大 臣 、

アントワープ港 とゼーブルージュ 港 の港 湾 代 表 者 とともに 、グリ ーン水 素 の製 造 を 促 進 す

るための覚 書 に署 名 した。両 港 とも、再 生 可 能 エネルギーのセンターとして機 能 することで、
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ベルギーや欧 州 の気 候 変 動 対 策 の一 翼 を担 おうとしている。 

 

（２４） ＡＢＡＣへのジャニェス外 務 次 官 参 加 ：外 務 省 プレスリリース 

 チリ外 務 省 は、ジャニェス外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 がＡＢＡＣへ参 加 した旨 公 表 した。 

 11月 11日 、タウレイＡＢＡＣ議 長 とアーダーンＡＰＥＣ議 長 が共 同 議 長 を務 めＡＢＡＣが開

催 された。その後 、参 加 者 は５つのグループに分 かれ、衛 生 危 機 を解 消 し、地 域 の経 済 と

貿 易 を再 建 するための優 先 事 項 、脆 弱 なグループへの支 援 や気 候 変 動 への対 応 を 通 じ

て、包 摂 性 と持 続 可 能 性 に関 する課 題 に 対 処 するための解 決 策 等 に焦 点 が当 てられた。 

 「ジャ」次 官 は、席 上 、我 々は当 初 から、衛 生 危 機 を 克 服 する方 法 はワクチ ン接 種 であ

り、科 学 に頼 ることだと理 解 していた。だからこそ、我 々はコロナ後 の復 興 を最 優 先 に考 え

てきた 。現 在 、チリではＷＨＯが認 めた 様 々なワ クチ ンを４ ，１ ０ ０ 万 回 以 上 接 種 しており、

更 に重 要 なことに、チリの人 口 の９０％以 上 が完 全 に予 防 接 種 を受 けていると述 べた。 

 また、チリは包 括 性 がプトラジャヤ・ビジョン２０４０の枠 組 みの中 で、ＡＰＥＣの作 業 アジェ

ンダの中 心 的 な柱 となり、女 性 や中 小 企 業 だけでなく、若 者 、高 齢 者 、先 住 民 など、社 会

的 に弱 い立 場 にあるグループやセクターのより一 層 の参 加 を 勧 めることに貢 献 すべき だと

考 えており 、自 分 は、ＡＰＥＣの主 な目 的 である地 域 経 済 統 合 への支 援 を 維 持 し、でき れ

ば 増 加 させ るた めに 、 地 域 に お け る 包 摂 性 の 推 進 に 官 民 が 貢 献 でき る 新 た な 分 野 を 模

索 し、前 進 していきたいと考 えていると述 べた。 

 

 


